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第84回定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

会社の新株予約権等に関する事項
会計監査人の状況

会社の支配に関する基本方針
連結株主資本等変動計算書

連結注記表
株主資本等変動計算書

個別注記表

（2020年４月１日から2021年３月31日まで）

橋本総業ホールディングス株式会社

上記のインターネット開示事項につきましては、法令及び定款第13条の規定に基づき、当社ウェブ
サイト（アドレスhttps://www.hat-hd.co.jp/）に掲載することにより株主の皆さまに提供してお
ります。

表紙
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1 会社の現況
(1) 会社の新株予約権等に関する事項

① 当事業年度の末日において当社役員が保有する職務執行の対価として交付された新株予約権等の内
容の概要

・新株予約権の数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　383個
・新株予約権の目的となる株式の種類及び数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　普通株式　42,130株

（新株予約権１個につき110株）
・新株予約権の区分別保有状況

区分
（行使期間）

取締役
（うち社外取締役）

監査役
（うち社外監査役）

保有者数 個数 保有者数 個数

第1回新株予約権
（2012年９月15日～2042年９月14日まで）

３名
（１名）

31個
（３個）

３名
（３名）

９個
（９個）

第2回新株予約権
（2013年９月13日～2043年９月12日まで）

３名
（１名）

26個
（２個）

３名
（３名）

６個
（６個）

第３回新株予約権
（2014年９月９日～2044年９月８日まで）

４名
（２名）

25個
（４個）

３名
（３名）

６個
（６個）

第４回新株予約権
（2015年９月16日～2045年９月15日まで）

７名
（３名）

43個
（６個）

４名
（３名）

９個
（６個）

第５回新株予約権
（2016年９月17日～2046年９月16日まで）

８名
（３名）

45個
（４個）

４名
（３名）

５個
（３個）

第６回新株予約権
（2017年９月16日～2047年９月15日まで）

９名
（３名）

52個
（５個）

４名
（３名）

8個
（6個）

第７回新株予約権
（2018年９月15日～2048年９月14日まで）

９名
（３名）

47個
（３個）

４名
（３名）

５個
（３個）

第８回新株予約権
（2019年９月18日～2049年９月17日まで）

11名
（４名）

58個
（８個）

４名
（３名）

8個
（6個）

（注）各新株予約権の行使価額は、全て１株当たり１円であります。

② 当事業年度中に当社使用人等に対して職務執行の対価として交付された新株予約権等の内容の概要
　該当事項はありません。

－ 1 －

会社の現況
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(2) 会計監査人の状況
① 名称　　　　　　　有限責任　あずさ監査法人
② 報酬等の額

支　払　額
当 事 業 年 度 に 係 る 会 計 監 査 人 の 報 酬 等 の 額 33百万円
当 社 及 び 子 会 社 が 会 計 監 査 人 に 支 払 う
べ き 金 銭 そ の 他 の 財 産 上 の 利 益 の 合 計 額 46百万円
 

(注) １．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておら
ず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額はこれらの合計額を記載しております。

２．監査役会は会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠等が適切であるかどうかについて必要な検証を
行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

③ 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、株主総会に提出
する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。
　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監査役会は監査役
全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集
される株主総会において、会計監査人を解任した旨及びその理由を報告いたします。

④ 責任限定契約の内容の概要
　該当事項はありません。

２ 会社の支配に関する基本方針
　該当事項はありません。

－ 2 －

会社の現況、会社の支配に関する基本方針
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連結株主資本等変動計算書
第84期（2020年４月１日から2021年３月31日まで） (単位：百万円)

株主資本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当連結会計年度期首残高 542 449 20,347 △523 20,815

当連結会計年度変動額

剰余金の配当 △536 △536

連結範囲の変動 △0 △0

親会社株主に帰属する当期純利益 2,233 2,233

自己株式の取得 △0 △0

自己株式の処分 7 6 13
株主資本以外の項目の当連
結会計年度変動額（純額）

当連結会計年度変動額合計 － 7 1,696 6 1,709

当連結会計年度末残高 542 456 22,043 △517 22,525

その他の包括利益累計額
新株予約

権
非支配株主

分 純資産合計その他有価証
券評価差額金

土 地 再 評 価
差 額 金

退職給付に係
る調整累計額

そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額 合 計

当連結会計年度期首残高 989 314 △129 1,175 47 － 22,038

当連結会計年度変動額

剰余金の配当 △536

連結範囲の変動 △0

親会社株主に帰属する当期純利益 2,233

自己株式の取得 △0

自己株式の処分 13
株主資本以外の項目の当連
結会計年度変動額（純額） 496 85 582 2 18 603

当連結会計年度変動額合計 496 － 85 582 2 18 2,313

当連結会計年度末残高 1,486 314 △43 1,757 49 18 24,351

－ 3 －

連結株主資本等変動計算書
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連結注記表
１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記
(1) 連結の範囲に関する事項

① 連結子会社の状況
・連結子会社の数 ８社
・連結子会社の名称 橋本総業株式会社

大明工機株式会社
若松物産株式会社
株式会社大和
株式会社永昌洋行
株式会社ムラバヤシ
みらい物流株式会社
みらいエンジニアリング株式会社

前連結会計年度において非連結子会社であったみらい物流株式会社及びみらいエンジニアリング株式会社は、重要性が増した
ことにより、当連結会計年度より連結の範囲に含めております。

② 非連結子会社の状況
・非連結子会社の数
・主要な非連結子会社の名称

５社
株式会社リード・エンジニアリング

・連結の範囲から除いた理由
　非連結子会社は、いずれも小規模であり、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う
額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼさないため、連結の範囲から除外しております。

(2) 持分法の適用に関する事項
・持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社のうち主要な会社等の名称
　株式会社リード･エンジニアリング
・持分法を適用しない理由

　持分法を適用していない非連結子会社（５社）及び関連会社（２社）は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金
（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であるため、持分法の適用範囲
から除外しております。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社の事業年度末日は、連結決算日と一致しております。

(4) 会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券
満期保有目的の債券……………償却原価法（定額法）
その他有価証券

時価のあるもの………………決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原
価は移動平均法により算定）

時価のないもの………………移動平均法による原価法
投資事業有限責任組合への出資については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手
可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。

－ 4 －

連結注記表
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ロ．たな卸資産
商品………………………………主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法

により算定）
 

未成工事支出金…………………個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算
定）

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産

　当社及び連結子会社は、定率法（ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４
月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物は定額法）を採用している。
　なお､主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物　　　　　３年～50年
機械装置及び運搬具　　　４年～17年

ロ．無形固定資産
　ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

③ 重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別
に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金
　従業員の賞与の支払に備えるため、支給見込額に基づく当連結会計年度負担額を計上しております。

ハ．役員退職慰労引当金
　役員の退職慰労金の支出に備えるため、一部の連結子会社は、内規に基づく当連結会計年度末要支給額を計上しておりま
す。

④ 退職給付に係る会計処理の方法
イ．退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基
準によっております。

ロ．数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
　過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により
費用処理しております。
　数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）に
よる定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

ハ．小規模企業等における簡便法の採用
　一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債
務とする方法を用いた簡便法を採用しております。

⑤ のれんの償却に関する事項
のれんの償却については、5年間の定額法により償却を行っております。

⑥ その他連結計算書類作成のための重要な事項
消費税等の会計処理
　消費税等の会計処理は税抜方式によっております。
ただし、免税業者である一部の連結子会社は、税込方式によっております。

－ 5 －

連結注記表
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２．表示方法の変更
（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用）

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号　2020年3月31日）を当連結会計年度より適用し、
（会計上の見積りに関する注記）を記載しております。

３．会計上の見積りに関する注記
（特定得意先への貸付金に対する貸倒引当金）

① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
会計上の見積りにより当連結会計年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌連結会計年度に係る連結計算書類

に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。
貸倒引当金（流動資産）0百万円
貸倒引当金（投資その他の資産）21百万円

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りに関する情報
当社グループでは、営業上重要性が高いと判断した特定の得意先に対して、長・短期の貸付を行っております。なお、貸付方

針としては営業上の観点から、個別に精査し、原則として期中の短期運転資金のみに限定しております。一般債権については貸
倒実績率等により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、貸付金の額から担保の処分見込額及び保
証による回収見込額を減額し、その残額について債務者の財政状態及び経営成績を考慮して貸倒引当金を計上しております。

債務者が債務超過である場合でも、合理的な事業計画に基づき、計画期間内に債務超過の解消が可能と判断した債務者に対す
る債権については、一般債権としております。各債務者の事業計画については、経営改善計画における一定の利益の獲得を主要
な仮定として織り込んでおります。

当社グループは今後も取引先への貸付について、慎重な信用調査により対応していく所存でおりますが、取引先の経営状態が
想定以上に悪化した場合などに、貸倒引当金の見積りに重要な影響を受ける可能性があります。

４．連結貸借対照表に関する注記
(1) 担保に供している資産

① 資産のうち次のとおり債務の担保に供しております。
　なお、当該金額は、下記②の建物及び構築物、並びに土地を含んでおります。

建物及び構築物 651百万円
土 地 3,573百万円

計 4,225百万円
　上記の資産は、長期借入金542百万円の担保に供しております。

② 取引上の債務に対する保証として次の資産を担保に供しております。
建物及び構築物 401百万円
土 地 2,763百万円
投 資 有 価 証 券 104百万円

計 3,269百万円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 3,772百万円

(3) 保証債務
連結会社以外の会社の仕入債務に対して、次のとおり債務保証を行っております。

株式会社福知商会 55百万円
　　　（注）茨城県中小企業再生支援協議会主導で再生中の株式会社福知商会に対する支援の一環として、連帯保証

を行っております。

－ 6 －

連結注記表
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(4) 受取手形割引高
受取手形 554百万円
営業外受取手形 16百万円

(5) 電子記録債権割引高
電子記録債権割引高 1,616百万円

(6) 手形債権流動化に伴う買戻義務額 2,131百万円

(7) 土地再評価
　土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、2002年３月31日に事業用の土地の再評価を行
い、当該再評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地
再評価差額金」として純資産の部に計上しております。
再評価の方法
　土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第３号に定める固定資産税評価額、同条第
４号に定める地価税計算のために公表された価額及び同条第５号に定める鑑定評価に基づいて、合理的な調整を行って算出して
おります。

再評価を行った年月日 2002年３月31日
再評価を行った土地の期末における
時価と再評価後の帳簿価額との差額（益） 1,808百万円

－ 7 －

連結注記表
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５．連結株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数
普通株式 10,646,526株 －株 －株 10,646,526株

(2) 剰余金の配当に関する事項
① 配当金支払額等

イ．2020年５月８日開催の取締役会決議による配当に関する事項
・配当金の総額 252百万円
・１株当たり配当金額 25円00銭
・基準日 2020年３月31日
・効力発生日 2020年６月11日
(注)　株式給付信託の導入に伴い、株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が所有する当社株式64,303株について、当社の

自己株式とする会計処理を行っているため、普通株式に関する配当金の総額の計算より１百万円を除いております。

ロ．2020年10月30日開催の取締役会決議による配当に関する事項
・配当金の総額 283百万円
・１株当たり配当金額 28円00銭
・基準日 2020年９月30日
・効力発生日 2020年12月７日
(注)　株式給付信託の導入に伴い、株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が所有する当社株式62,703株について、当社の

自己株式とする会計処理を行っているため、普通株式に関する配当金の総額の計算より１百万円を除いております。

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌連結会計年度になるもの
　2021年５月７日開催の取締役会において次のとおり決議いたしました。

・配当金の総額 323百万円
・１株当たり配当金額 32円00銭
・基準日 2021年３月31日
・効力発生日 2021年６月14日
・配当の原資 利益剰余金
(注)　株式給付信託の導入に伴い、株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が所有する当社株式62,203株について、当社の

自己株式とする会計処理を行っているため、普通株式に関する配当金の総額の計算より１百万円を除いております。
(3) 新株予約権に関する事項

・目的となる株式の種類 普通株式
・目的となる株式の数 42,130株
・新株予約権の残高 49百万円
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６．金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針
　当社グループは、主に管材類、衛生陶器・金具類、住宅設備機器類、空調・ポンプの販売業務を行うため、銀行借入及びファ
クタリング等により資金調達をしております。
　資金運用については、預金等の安全性の高い金融商品に限定しております。

② 金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である受取手形及び売掛金、並びに電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されております。
　また、当社グループでは、営業上重要性が高いと判断した特定の得意先に対して、長・短期の貸付を行っております。貸付先
企業の中には、債務超過となっている企業、あるいは直近期において赤字を計上している企業があり、当社グループは今後も取
引先への貸付について、慎重な信用調査により対応していく所存であります。一方、取引先の経営状態が想定以上に悪化した場
合などに、債権回収が滞ることにより、当社グループの業績が影響を受ける可能性があります。
　有価証券及び投資有価証券は、主に株式及び債券であり、事業推進目的で保有しております。これらは、それぞれ発行体の信
用リスク並びに金利、為替及び市場価格の変動リスクに晒されております。
　営業債務である支払手形及び買掛金、並びに電子記録債務は、１年以内の支払期日であります。借入金は、主に営業取引に係
る資金調達を目的としたものであります。変動金利の借入金は、金利の変動リスクに晒されております。

③ 金融商品に係るリスク管理体制
イ．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社グループは、債権管理規程及び貸付金管理規程に従い、営業債権及び貸付金について、取引先ごとにブロック長が定
期的にモニタリングするとともに、総務部にて期日及び残高の管理を行い、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握
や軽減を図っております。
　満期保有目的の債券は、格付の高い債券のみを対象としているため、信用リスクは僅少であります。

ロ．市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
　当社グループは、有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財政状態等を把握し、満期保有目的の
債券以外のものについては、保有状況を継続的に見直しております。

ハ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
　当社グループは、資金調達手段の多様化、複数の金融機関からのコミットメントラインの取得、手元流動性の維持などに
より流動性リスクを管理しております。

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれております。
当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあ
ります。

－ 9 －
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(2) 金融商品の時価等に関する事項
　2021年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。
　なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません（(注) ２.を参照）。

(単位：百万円)
連結貸借対照表計上額 時　　　価 差　　　額

(1) 現金及び預金 3,661 3,661 －
(2) 受取手形及び売掛金 22,963
(3) 電子記録債権 3,426

貸倒引当金（※） △15
26,374 26,374 －

(4) 短期貸付金 526 526 －
(5) 有価証券及び投資有価証券

その他有価証券 5,647 5,647 －
(6) 長期貸付金 390

貸倒引当金（※） △21
368 368 △0

資産計 36,577 36,577 △0
(1) 支払手形及び買掛金 15,027 15,027 －
(2) 電子記録債務 9,400 9,400 －
(3) 短期借入金 7,425 7,425 －
(4) 長期借入金 1,612 1,612 0
負債計 33,465 33,465 0

(※) 受取手形及び売掛金、電子記録債権、短期貸付金、並びに長期貸付金については、個別に計上している貸倒引当金を控除しております。

(注) １．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及び投資有価証券に関する事項
資産
(1) 現金及び預金

　預金はすべて短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。
(2) 受取手形及び売掛金、(3) 電子記録債権

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。
(4) 短期貸付金、(6) 長期貸付金

　短期貸付金については、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額によっておりま
す。
　長期貸付金の時価の算定については、新規貸付に適用される利率で割り引いた現在価値により算出しております。
　貸倒懸念債権については、担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算出しているため、時価は当連結会
計年度末における貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似しており、当該価額をもって時価としており
ます。

(5) 有価証券及び投資有価証券
　これらの時価について、株式は取引所の価格等、債券は取引金融機関から提示された価格等によっております。

－ 10 －
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負債
(1) 支払手形及び買掛金、(2) 電子記録債務、(3) 短期借入金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に近似していることから、当該帳簿価額によっております。
(4) 長期借入金

　長期借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当社の信用状態は実行後大きく異なって
いないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額によっております。固定金利によるもの
は、一定の期間ごとに区分した当該長期借入金の元利金の合計額を同様の新規借入において適用される合理的に見積られる
利率で割り引いて現在価値を算定しております。

(注) ２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとおりであります。
(単位：百万円)

区分 連結貸借対照表計上額
①非上場株式（※1） 1,223
②敷金及び保証金（※2） 371
③預り保証金（※2） 686
(※1) 非上場株式については、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ･フローを見積ることができず、時価を把握することが極めて困難と認められ

ることから時価開示の対象とはしておりません。
(※2) 敷金及び保証金、並びに預り保証金については、将来キャッシュ･フローを見積ることができず、時価を把握することが極めて困難と認められ

ることから時価開示の対象とはしておりません。

７．賃貸等不動産に関する注記
(1) 賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社グループでは、東京都その他の地域において、賃貸収益を得ることを目的として賃貸用のオフィスビルや倉庫等を所有し
ております。2021年３月期における下記賃貸等不動産に関する賃貸損益は154百万円（賃貸収入は売上高及び営業外収益に、
賃貸費用は売上原価及び営業外費用に計上）であります。

(2) 賃貸等不動産の時価に関する事項
　賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額及び当連結会計年度における主な変動並びに当連結会計年度末における時価及び当該
時価の算定方法は以下のとおりであります。

(単位：百万円)
連　結　貸　借　対　照　表　計　上　額

当連結会計年度末の時価
当連結会計年度期首残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

3,257 107 3,365 3,801
(注) １．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

２．当連結会計年度増減額のうち、主な増加額は賃貸用店舗の取得（171百万円）であり、主な減少額は減価償却費（58百万円）であります。
３．当連結会計年度末の時価は、主として外部の不動産鑑定士による鑑定評価額であります。ただし、直近の評価時点から、一定の評価額や適切

に市場価格を反映していると考えられる指標に重要な変動が生じていない場合には、当該評価額や指標を用いて調整した金額によっておりま
す。

８．１株当たり情報に関する注記
(1) １株当たり純資産額 2,398円48銭
(2) １株当たり当期純利益 220円67銭
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株主資本等変動計算書
第84期（2020年４月１日から2021年３月31日まで） (単位：百万円)

株主資本

資本金
資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合　　計資本準備金 そ の 他

資本剰余金
資本剰余金
合 計 利益準備金

その他利益剰余金 利益剰余金
合 計固定資産圧

縮 積 立 金
特別償却
準 備 金

別 途
積立金

繰越利益
剰 余 金

当期首残高 542 434 15 449 75 2,344 1 4,420 7,698 14,540 △523 15,008
当期変動額

固定資産圧縮
積立金の取崩 △17 17 －
特別償却準備
金の取崩 △1 1 －
剰余金の配当 △536 △536 △536
当期純利益 681 681 681
自己株式の取得 △0 △0
自己株式の処分 7 7 6 13
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 － － 7 7 － △17 △1 － 163 145 6 158
当期末残高 542 434 22 456 75 2,327 － 4,420 7,862 14,685 △517 15,166

評価・換算差額等
新株予約権 純資産合計そ の 他 有 価 証 券

評 価 差 額 金
土 地 再 評 価
差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当期首残高 629 314 944 47 15,999
当期変動額

固定資産圧縮
積立金の取崩 －
特別償却準備
金の取崩 －
剰余金の配当 △536
当期純利益 681
自己株式の取得 △0
自己株式の処分 13
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 285 285 2 287

当期変動額合計 285 － 285 2 445
当期末残高 914 314 1,229 49 16,445

－ 12 －
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項
(1) 資産の評価基準及び評価方法

有価証券
満期保有目的の債券………………償却原価法（定額法）

子会社株式………………………移動平均法による原価法
その他有価証券

時価のあるもの………………決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は
移動平均法により算定）

時価のないもの………………移動平均法による原価法
投資事業有限責任組合への出資については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可
能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。

(2) 固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産

　定率法（ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物
附属設備及び構築物は定額法）を採用しております。
　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物　　　　　　　　３～50年
構築物　　　　　　　６～30年

② 無形固定資産
　ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

(3) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理
　消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

－ 13 －
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２．貸借対照表に関する注記
(1) 担保に供している資産

① 資産のうち次のとおり債務の担保に供しております。
　なお、当該金額には、下記②の建物、並びに土地を含んでおります。

建 物 562百万円
土 地 3,409百万円

計 3,972百万円

② 取引上の債務に対する保証として次の資産を担保に供しております。
建 物 401百万円
土 地 2,763百万円
投 資 有 価 証 券 104百万円

計 3,269百万円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 3,170百万円

(3) 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。
短 期 金 銭 債 権
短 期 金 銭 債 務

272百万円
2,150百万円

(4) 土地再評価
　土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、2002年３月31日に事業用の土地の再評価を行
い、当該再評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地
再評価差額金」として純資産の部に計上しております。
再評価の方法
　土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第３号に定める固定資産税評価額、同条第
４号に定める地価税計算のために公表された価額及び同条第５号に定める鑑定評価に基づいて、合理的な調整を行って算出して
おります。

再評価を行った年月日 2002年３月31日
再評価を行った土地の期末における
時価と再評価後の帳簿価額との差額（益） 1,808百万円

３．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
(1) 営業取引

売上高
販売費及び一般管理費

1,102百万円
4百万円

(2) 営業取引以外の取引高 5百万円

－ 14 －
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４．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数
普通株式 528,677株 225株 6,626株 522,276株

(注) １．当社は2010年６月25日開催の取締役会において、「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」を導入することを決議したことに伴い、2010年８月
２日付けで株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）（以下、信託Ｅ口という。）が当社株式100,600株を取得しております。なお、2021
年３月31日現在において信託Ｅ口が所有する当社株式62,203株は自己株式数に含めて記載しております。

２．普通株式の自己株式の増加は、単元未満株式の買取りによる増加225株であります。
３．普通株式の自己株式の減少は、2020年7月22日に実施した譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分による減少4,526株及び信託Ｅ口が

所有する当社株式の株式給付規程に基づく従業員に対する給付による減少2,100株であります。

５．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
投資有価証券評価損 4百万円
土地再評価差額金
株式報酬費用

123百万円
17百万円

組織再編に伴う関係会社株式 186百万円
その他 99百万円

繰延税金資産小計 430百万円
評価性引当金 △195百万円
繰延税金資産合計 234百万円
繰延税金負債

固定資産圧縮積立金 △1,026百万円
その他有価証券評価差額金 △398百万円
土地再評価差額金 △316百万円

繰延税金負債合計 △1,741百万円
繰延税金負債の純額 △1,506百万円
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６．関連当事者との取引に関する注記
(1) 子会社

(単位：百万円)

種類 会社等の名称
議決権等の

所有（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高

子会社 橋本総業
株式会社

所有直接
100

役員兼務
資金の貸付
資金の借入
不動産の賃貸

賃金の借入
(注1) 881 短期借入金 700

不動産の賃貸
(注2) 497 － －

配当金の受取 530 － －

子会社 若松物産
株式会社

所有直接
100

役員兼務
資金の借入

賃金の借入
(注1) 1,075 短期借入金 1,150

取引条件及び取引条件の決定方針等
(注1) 資金の貸付はグループ全体の資金効率化を図るために借入を実施したものであり、利率は市中金利を勘案して合理的に決定しております。短期

借入金の取引金額は、期中の平均残高を記載しております。
(注2) 橋本総業㈱への不動産賃貸料については、近隣相場を勘案して合理的に決定しております。

７．１株当たり情報に関する注記
(1) １株当たり純資産額 1,619円49銭
(2) １株当たり当期純利益 67円33銭
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